
早期退職者の募集及び認定結果の公表 
 

令和８年４月１３日 
 

新城市長 下 江 洋 行 
 
 新城市職員の退職手当に関する条例（平成１７年条例第５８号）第８条の２第１７項

の規定に基づき、令和７年度に実施した早期退職希望者の募集及び認定について、募集

実施要項及び認定を受けた応募者の数を公表する。 
 
１ 募集実施要項 
  別添のとおり 
 
２ 認定を受けた応募者の数（教育委員会等の各執行機関分を含む。） 
  ２人 
 



令和７年度新城市職員の早期退職に係る募集実施要項 

 

１ 趣旨 

この要項は、新城市職員の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ること

を目的として、令和７年度に早期退職者の募集（新城市職員の退職手当に関する条

例（平成１７年新城市条例第５８号。以下「条例」という。）第８条の２第１項第

１号の規定による募集をいう。）を行うに当たり必要な事項を定める。 

 

２ 募集の対象 

一般職に属する職員（医師及び歯科医師を除く。以下「職員」という。）で、令

和８年３月３１日現在における勤続期間が２５年以上、かつ、年齢が５５歳以上 

５９歳以下の職員とする。ただし、次の職員は、募集の対象としない。 

(1) 臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員 

(2) 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２９条の

規定による懲戒処分（故意又は重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務

を怠った場合における懲戒処分を除く。）又はこれに準ずる処分を募集の開始の

日に受けている者又は募集の期間中に受けた者 

 

３ 募集人数 

２人以内 

   

４ 募集の期間 

令和７年５月２６日（月）午前８時３０分から 

令和７年６月２５日（水）午後５時まで 

 

５ 退職日 

令和８年３月３１日 

 

６ 優遇措置 

早期退職者に係る退職手当の基本額は、条例第５条の規定に基づいて算出する。

また、条例第５条の３の規定に基づき、定年前早期退職者に対する退職手当の基本

額に係る特例（定年前１年につき３％加算）を適用する。 

 

７ 応募又は応募の取下げに係る手続 

⑴  応募をしようとする職員は、早期退職希望者の募集に係る応募申請書（様式第



１。以下「応募申請書」という。）に必要事項を記入の上、募集の期間内に各所

属長を通じて秘書人事課へ提出する。 

⑵ 応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合には、早期退職希望者の募集に

係る応募取下げ申請書（様式第２）を応募申請書と同様の方法で提出する。 

⑶ 応募をした職員（以下「応募者」という。）が募集人数を上回った場合には、

選考により認定又は不認定を決定する。 

⑷ 上記⑶以外の理由で応募者を不認定にする場合は、次のとおりとする。 

ア 応募者がこの募集実施要項に適合しない場合 

イ 応募者が応募後に法第２９条の規定による懲戒処分（故意又は重大な過失に

よらないで管理又は監督に係る職務を怠った場合における懲戒処分を除く。）

又はこれに準ずる処分を受けた場合 

ウ 応募者に懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由が

ある場合、その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する市民の信頼を確

保する上で支障を生ずると認める場合 

エ 応募者を引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長

期的な人事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合 

⑸ 応募者には、令和７年７月３１日（木）までに認定又は不認定の通知書を交付

する。 

 

８ 募集に関する問い合わせ先 

企画部秘書人事課 担当：小柳津 

電 話：２３－７６１９（直通） 

内 線：６０１２４ 

電子メール：jinji@city.shinshiro.lg.jp 

mailto:jinji@city.shinshiro.lg.jp

